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自転車罰則強化の周知啓発
令和6年12月定例会｜該当テーマの発言のみを収録。質問・答弁・再質問の順序と文言を維持しています。

この資料は正式会議録から「自転車罰則強化の周知啓発」に関係する発言をテーマ別に抜粋したものです。省略部分は他テーマの発
言です。

10番（崎尾亮介） ［登壇］

次に、大きく３項目め、自転車罰則強化の周知啓発の必要性について質問します。

この質問の目的は、自転車罰則強化に伴い、道路交通法上において自転車の位置づけがより自動車に近づいたことで、自動車と自動

二輪と同じように大きな責任と危険が伴うことを理解し、認識をアップデートする必要があると感じ、市民への周知、特に影響の大

きい児童生徒、保護者への周知の補助が目的です。

去る１１月１日より、自転車罰則が強化されました。具体的な強化内容は、自転車運転中にスマートフォン等を使用する、ながら運

転の罰則が強化され、飲酒して自転車を運転する自転車酒気帯び運転が罰則に追加された２つの項目です。

２０２３年４月に施行されたヘルメット着用の全自転車利用者への努力義務化では、ヘルメットを着用せずとも罰則はありませんで

したが、今回の改正は違反すると罰則対象となります。

日田市におきましても、昨年、今年とツール・ド・九州が開催されたこともあり、自転車との縁も少なからず感じるところです。自

転車運転のマナー、モラル向上の機運創出と今回の改正における市民への周知の現状を確認するため質問します。

交通安全協会や警察が自転車罰則強化の周知をされていますが、児童生徒、保護者には特別に周知する必要があるのではないかと感

じています。周知義務がないのは存じていますが、各学校への周知の状況を教えてください。また、外国人観光客の自転車の利用が

増えています。自転車マナー向上のためにも外国人の周知は義務がないのは存じていますが、必要だと考えています。観光客からす

れば手軽な移動手段としての自転車の責任が大きくなったところです。トラブル回避のためにも周知、注意喚起する必要があると考

えますが、予定があるのかお聞かせください。

商工観光部長 ［答弁］

私からは、鵜飼と遊船の現状と今後の方針並びに自転車罰則強化に伴う外国人観光客への周知の必要性についてお答えいたします。

次に、自転車のながらスマホの罰則強化と酒気帯び運転が新たに罰則対象となったことに伴う外国人観光客への周知についてでござ

います。

現在、ＪＲ日田駅に隣接する日田市観光案内所や奥日田観光案内所などの観光案内施設において、レンタサイクルを利用する際に必

要な申込書を日本語版と英語版で作成し、この申込書に道路交通法を守り、一列に並んで走行すること、自転車の二人乗りや飲酒運

転は違反となることなどを明記することで利用者への周知を図っております。

また、訪日外国人客を中心にレンタサイクルの利用者が増えている状況でございますことから、このレンタサイクル貸出し手続を行

う際に、英語表記のあるイラストなども活用しながら禁止事項等の説明を行っているところでございます。

今後につきましても、国内外を問わず日田市を訪れる観光客の皆様に安心・安全な旅行を楽しんでいただけるよう、自転車の交通ルー

ルの周知を図ってまいりたいと考えております。

私からは以上でございます。

教育長 ［答弁］

私からは、小中学校の児童生徒、保護者への周知啓発の状況についてお答えします。

自転車を含む交通ルールの遵守やマナー向上につきましては、児童生徒の命に関わることであり、これまでも学校で学年段階に応じ
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た指導を行ってきたところです。自転車に関する具体的な取組としましては、小学校における警察や交通安全協会等による自転車教

室の実施、中学校における年度始めの自転車事故防止に関する全体指導などがございます。

議員お尋ねの自転車罰則強化に伴う小中学校の児童生徒、保護者への周知啓発の状況でございますが、まず、児童生徒につきまして

は、市教委は県教委や県警からの依頼により、改正法施行前の９月と１０月に学校における周知啓発を行うよう指導したところです。

学校では、全校集会やホームルーム等で県警から配布されたチラシを活用し、１１月から自転車運転中における携帯電話の使用の罰

則が強化されることや、ヘルメット着用について児童生徒の被害、加害両面からの交通事故防止の指導を行っております。

また、交通安全協会や交通安全推進協議会が作成した啓発チラシや冬の事故ゼロ運動に関するポスターの校内掲示などにより啓発を

行ったところです。

保護者の方々への法改正の周知啓発につきましては、警察をはじめとする関係機関の様々な取組により、十分に行われているとは思っ

ております。

日田市の子供たちに対する自転車安全教育を含めた交通安全教育や啓発は、市民総ぐるみで行われるものであり、そのためには、ま

ず全ての関係者が法改正について周知啓発される側ではなく、する側という認識を持つことが大切ではなかろうかと思っているとこ

ろでございます。

しかしながら、改正道路交通法は１１月１日の施行であり、施行後間もないことから、現段階でその内容の定着が十分ではないこと

も想定されますので、市教委としましては、学校において家庭と連携する様々な機会を捉えて保護者への周知啓発を行うことについ

ては、引き続き、配慮してまいりたいと考えております。

私からは以上でございます。

10番（崎尾亮介） ［再質問］

まず、自転車罰則強化について再質問というか意見を申させてもらいます。

自転車罰則強化については、周知義務がないので再質問はせず、意見を述べさせていただきます。今回の自転車罰則強化の周知は市

の広報紙などでは確認がとれておりません。周知義務がないのは登壇でも申し上げましたとおりです。人の感覚のアップデートが最

も大変であるのは行政の皆様が一番理解しているところと存じます。

また、今回の自転車罰則強化でながらスマホの対象年齢が１４歳以上であり、子供の過失に関しては一昔前のいたずらや冗談で済ま

されていた時代ではありません。子供たちにとってはとても生きにくい時代と思います。特に子供の責任は保護者が取ることになり

ますから、保護者の感覚のアップデートを促進することも大事と思います。今まで以上のリスク管理をしていただき、それに基づく

周知啓発を実行していただきたいと考えます。


